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免許保有者数は昭和 44 年から平成 26 年で 2,478 万 2,107 人から 8,207 万 6,223 人（3.3
倍）、また、車両保有数は 1,402万 1,970台から 8,027万 2,571台（5.7倍）、自動車走行キ








年から 45年というわずか 20年弱の間に大幅な増加の一途をたどっていた。負傷者は 31,274






万 3,842 件で前年と比較して 8.8％減少し、11 年連続で減少傾向にある。負傷者数及び死



































を考慮する必要性があることを、2014 年に全国を対象に実施した運転に関する WEB アンケ






























奈川県警から提供いただいた 2012 年から 2016 年の交通事故に関するデータを用いて、神
奈川県内における交通事故多発地域および該当地域の地理的特徴を観察している。 
神奈川県内における交通事故多発地域では、生活道路と幹線道路などの高規格道路が入
り混じった、かつ警察施設やバス停、鉄道駅が多いといった特徴を持っていることが明らか
となった。分析結果より、上記と同様の特徴を持った地域での交通取締りの強化が望まれる。
一方、実際の取締り現場を想定すると、そのような地域の中に取締りスペースなどの要因か
ら取締り及び交通事故・違反抑制を目的とした警戒活動を行うことが困難な地域が存在す
る可能性も否定できない。その場合は、その周辺地域を警戒活動巡回することによって、交
通事故多発地域に進入する前に、速度を緩める等、運転者の意識が変化するように喚起する
ことが効果的であると言えよう。 
６章 交通取締りと交通事故の関係の分析では、２章で指摘した③交通事故の重大化抑
制に対する交通取締りについて、従来の事後的な対策のみではなく事前的な対策の必要性
があるといった課題点から、「交通取締りの事前投入は、重大事故減少につながる」といっ
た仮説を検証することによって、事前的な交通取締りが交通事故重大化抑制に与える影響
を、神奈川県内で発生した交通事故のデータと神奈川県警から提供いただいた交通取締り
に関するデータを用いて示す。 
同県警では、2016年より交通違反自体を取り締まる行為よりも警戒（＝パトロール）、言
い換えると交通違反を事前的に抑制することを目的とした交通取締りを重点的に実施して
おり、前年までと比較して交通取締りの方針を大きく転換させている。この交通取締りの性
質の変化が、神奈川県内の交通事故の重大化抑制にどのように影響しているかを分析し、同
県警が実施した事前的な交通取締りの効果を計測する。分析結果より、同県警が実施した事
前的な交通取締りは交通事故重大化の抑制と統計的に有意な関係性があることが明らかと
なり、警戒活動をはじめとした事前的な交通取締りは交通事故の重大化抑制に効果的であ
ることが明らかとなった。 
4 
 
前章の分析結果を踏まえると、神奈川県内における事故多発地域と同様の地理的特徴を
もつ地域において、事前的な交通取締りを実施することで、より効率的な交通事故の減少が
期待される。 
７章 総括では、第３章から第６章までの研究結果をもとに、現在の交通安全対策のメカニ
ズムの問題点の克服を目指し、交通事故（死者数）削減を達成する効果的な交通安全対策に
ついて考察し、今後の課題について言及する。 
 
 
